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拒絶理由通知書等の記載様式に関する取組について1 

 
平成 27 年 3 月 25 日 
特 許 庁 
調 整 課 
審査基準室・品質監理室 

 
この度、知的財産推進計画２０１４（注）を受けて、拒絶理由通知書等の記

載様式の見直しを行いましたので、お知らせします。 
この取組により、国内外の出願人・代理人にわかりやすい、統一された記載様

式にしたがった拒絶理由通知書等を発信することとなり、出願人・代理人との

意思疎通が促進され、審査の質の向上に寄与することが期待されます。 
 
（注）知的財産推進計画２０１４（第１．産業競争力強化のためのグローバル

知財システムの構築 １．「世界最速・最高品質の特許審査」の実現及び知財シ

ステムの国際化の推進）より抜粋 
審査官の意図がより良く伝わるように拒絶理由通知書等の記載様式の見直し

及び文例の作成・充実化を図るとともに、面接等を活用することで、出願人との

意思疎通を深める。（短期）（経済産業省） 
 
平成 27 年 4 月 1 日以降に審査される案件については、特段の事情がない限り、

以下の記載様式の要点にしたがって、拒絶理由通知書等が作成されます。 

なお、拒絶理由通知書等の記載様式のあり方については、より良い記載様式と

なるよう、欧米等主要特許庁の記載様式やシステム対応も勘案し、引き続き検

討して参ります。 

 

最初／最後の拒絶理由通知の記載様式の要点 

 
（１）文献等を引用して新規性、進歩性等の拒絶理由を通知する場合は、拒絶

理由と対象となる請求項及び引用文献等との組合せを明確に記載します。 
（２）文献等を引用して、新規性、進歩性等の拒絶理由を通知する場合は、引

用文献等で特に参照すべき箇所を明確に記載します。 
（３）記載不備が存在する場合は、明細書全体の記載不備等であって、請求項

ごとに判断できない場合を除いて、拒絶理由と対象となる請求項を明確に

記載します。 

                                                   
1 特許庁ホームページに掲載。 
https://www.jpo.go.jp/torikumi/t_torikumi/kyozetsu_kisaiyoushiki.htm 
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（４）条文の冒頭に拒絶理由の簡略表記（＊）を記載します。 
（例えば、第２９条第２項の簡略表記として、「（進歩性）」のように条文の

冒頭に記載します。この簡略表記部分を確認することで、拒絶理由の条文

内容を容易に確認することができるようになります。） 
（＊）条（項号）名と簡略表記の例 

 
（５）拒絶理由通知書は、適用した拒絶理由の条文を拒絶理由通知書の冒頭に

列挙する形式で記載します。 
（６）発明の単一性の要件違反の拒絶理由を通知する場合は、他の拒絶理由よ

りも前に記載します。 
（どの発明が発明の単一性の要件を満たし、３７条（発明の単一性）以外の

要件の審査の対象となるか明確に把握できるようになります。） 
（７）発明の単一性の要件違反の拒絶理由を通知する場合は、発明の単一性の

要件以外の要件についての審査を行っていない発明を明確に記載します。 
（８）条文や拒絶理由の具体的内容に続いて、以下の各項目を拒絶理由通知書

に記載する場合は、この順序で記載します（これらの項目が、拒絶理由通

知書に常に記載される訳ではありません。）。 
「拒絶の理由を発見しない請求項」、「最後の拒絶理由通知とする理由」（最

後の拒絶理由通知書に限る）、「引用文献等一覧」、「先行技術文献調査結果の

記録」、「ファミリー文献情報」、「連絡先」 
（９）周知技術を示すものとして引用した文献等（周知技術を示す文献として

のみ引用した場合）は、「引用文献等一覧」において、その他の文献等と区

別できるように記載します。 
（１０）２回目以降の拒絶理由通知書において初めて引用した文献等は、「引用

文献等一覧」において、その他の文献等と区別できるように記載します。 
 
  

条（項号）名 拒絶理由の簡略表記

１７条の２第３項 新規事項
２９条１項１号～３号 新規性
２９条２項 進歩性
２９条の２ 拡大先願
３６条４項１号（実施） 実施可能要件
３６条４項１号（省令） 委任省令要件
３６条６項１号 サポート要件
３６条６項２号 明確性
３７条 発明の単一性
３９条１、３項 先願
３９条２、４項 同日出願
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記載様式の要点を反映した記載例（最初の拒絶理由通知書） 

 

記載様式の要点に対応する箇所を赤枠で囲み、対応する記載様式の要点の番

号を表示しています（拒絶査定の記載例についても同様に表示しています。）。 
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（注）最後の拒絶理由通知書の例は掲載しておりません。 

 
拒絶査定の記載様式の要点 

 
（１１）先の拒絶理由通知書で複数の拒絶理由を通知した場合は、拒絶査定本

文において、解消されていない拒絶理由を明確に記載します。 
（１２）解消されていない拒絶理由を条（項号）名で記載します。 
（１３）文献等を引用して新規性、進歩性等の拒絶理由が解消されていない旨

を説明する場合は、対象となる請求項と引用文献等の組合せを明確に記載

します。 
（１４）記載不備が解消されていない場合は、明細書全体の記載不備等であっ

て、請求項ごとに判断できない場合を除いて、対象となる請求項を明確に

記載します。 
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（１５）意見書において争点とされている事項については、それに対する審査

官の判断を明確に記載します。 

（１６）拒絶査定において引用した文献等は、「引用文献等一覧」として最後

に記載します。拒絶査定において初めて引用した文献等（拒絶査定におい

て初めて引用するのは、周知技術を示す文献に限ります。）や、周知技術

を示すものとして引用した文献等（周知技術を示す文献としてのみ引用す

る場合）は、その他の文献等と区別できるように記載します。 

 

記載様式の要点を反映した記載例（拒絶査定） 
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